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第１ 趣旨 

公社等外郭団体（以下「外郭団体」という。）の業務運営は、団体自らが主体的に判断し、
その責任において行っていくことが基本であるが、県行政と密接な関係を持つものであるこ
とから、公正かつ公平に業務を遂行し、県民の信頼を確保することが重要である。 

県としても、平成７年度に「大分県公社等外郭団体に関する指導監督要綱」（以下「指導
監督要綱」という。）、平成１０年度に「公社等外郭団体見直し基準」（以下「見直し基準」
という。）、平成１６年度に「行財政改革プラン」を策定し、外郭団体を所管する部局長（本
庁の各部長、会計管理者、警察本部長、教育長及び企業局長をいう。以下「主管部局長」と
いう。）等により、外郭団体の指導監督を行ってきたところである。 

しかしながら、指定管理者制度の導入をはじめ、公的サービスへの民間事業者等の担い手
の拡大、公益法人制度改革の実施など外郭団体を取り巻く環境は大きく変化している中で、
国では「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（H18.6.2）の
制定を受けた「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」(H18.8.31）や、
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（H19.6.22)の制定を受けた「第三セクターの
改革に関するガイドライン」(H20.6.30)を示し、必要性の減少した事務及び事業の民間活動
領域の拡大、出資法人に対する補助金・委託金の抑制、経営が悪化した第三セクターの集中
的な改革などを要請している。 

もとより、外郭団体の適切な運営は、県の行財政運営全般に大きな影響を及ぼすものであ
ることから、今後の外郭団体の運営指導を徹底するため、国からの要請も踏まえ、「指導監
督要綱」及び「見直し基準」を全面的に改定し、平成２１年度に「大分県公社等外郭団体に
関する指導指針」（以下「指導指針」という。）を策定したところである。 

さらに、平成２２年度に実施された包括外部監査では、外郭団体の事業運営等を対象とし、
団体や事業の統廃合の必要性、県関与のあり方の見直し、県の指導体制の強化など多数の指
摘等を受けた。 

また、県議会からも、平成２２年度の行財政改革特別委員会において、外郭団体に対する
出資や人的、財政的援助の必要性を明確にし、絶えず検証すべきといった提言も受けた。 

そこで、平成２３年度に、団体のあり方や出資の必要性を含めた県関与のあり方等の検証
を行い、今後３年程度を見越した各団体ごとの「見直し方針」（以下「見直し方針」という。）
を策定（H28.9 改定）し、各外郭団体と共有しながら見直しを進め、各所管部局が適切な進
捗管理をするものを通じ、外郭団体の指導監督の強化を図ってきたところである。 
 そして、令和３年度から、昨今の急速な社会情勢の変化等に即応し、柔軟な見直しや運営
指導等を行うことができるよう指導指針と見直し方針を統合し、新たな指導指針に基づき、
毎年度、各所管部局が各外郭団体の経営状況並びに各団体のあり方及び県による各団体への
人的・財政的関与の見直しの進捗状況等（以下、「経営状況並びに見直しの進捗状況等」と
いう。）を点検・管理し、適正な運営指導を行っていくこととした。 

 
第２ 団体の定義 
  本指針において「外郭団体」とは、次に掲げる「指定団体」及び「その他の出資等団体」 
 をいう。 
 
   １ 指定団体 県の事務と密接な関係を有する事業を行う団体で、次のいずれかに該当 
   するものをいう。（別表１） 



  （１）基本財産、資本金等に県が出資又は出えん（以下、「出資等」という。）を行って 
    おり、その比率が２５％以上の団体。ただし、地方独立行政法人及び専ら国等が指導 
    を行う団体を除く。 
  （２）県の補助金、交付金等の額又は委託料の額が、継続的に（注）団体の財政規模の 
   ５０％以上である団体 
  （３）県職員を業務援助のため継続的に派遣している団体 
  （４）その他特に指導監督する必要がある団体 
   （※「継続的」とは、３年以上連続しており、将来も同様の状態であることが予測  

 されるなど、恒常的である状態をいう。) 
 

２ その他の出資等団体 県からの出資等の比率が２５％未満の団体（上記１の（２）か
ら（４）までに掲げるものを除く。）をいう。ただし、地方独立行政法人及び専ら国等
が指導を行う団体を除く。（別表２） 

   
第３ 他の法令等との関係 

外郭団体の指導監督、調整等については、関係法令、国の通知等に特別の定めがあるもの 
 を除くほか、この指針に定めるところにより実施するものとする。 
 
第４ 主管部局長の基本的な責務 
  １ 主管部局長は、指定団体の運営について、主管部局長としての責任を十分認識し、 
   常にその状況を把握するとともに県の行財政運営に影響を及ぼすことのないよう、  
   適切な指導監督を行うものとする。また、その他の出資等団体についても、県との関連 
   の度合いに応じ、必要な範囲内で指定団体に準じた指導監督を行うものとする。 
 
  ２ 主管部局長は、指導監督を行うに当たっては、外郭団体の自主性を尊重しつつ、外郭 
   団体の有する機動性、弾力性、柔軟性を損なわないよう配慮しなければならない。 
 
  ３ 主管部局長は、指定団体の指導監督に当たっては、当該団体の協力を得て、毎年度、

原則として別紙様式１により、当該団体の経営状況並びに見直しの進捗状況等を点検・
管理し、その評価結果を総務部長に報告するものとする。 

 
  ４ 主管部局長は、その他の出資等団体の指導監督に当たっては、当該団体の協力を得て、

毎年度、原則として別紙様式２により、当該団体の経営状況並びに見直しの進捗状況等
を点検・管理し、その評価結果を総務部長に報告するものとする。 

 
  ５ 主管部局長は、第３項及び前項による経営状況並びに見直しの進捗状況等の評価結果

に基づき、各外郭団体に対し、適切な指導助言を行うものとする。 
 

６ 主管部局長は、指定団体及びその他の出資等団体において不祥事等、緊急の事案が発
生した際は、別紙様式３により、直ちに総務部長に報告するものとする。また、事案発
生後、１ヶ月以内に再発防止等に必要な措置について別紙様式４により、総務部長に報
告するものとする。 

 
７ 主管部局長は、前項による再発防止等に必要な措置が確実に実行されるよう、適切な

助言指導を行うものとする。 
 
第５ 総務部長の責務 
  １ 総務部長は、外郭団体に対する指導監督が統一的かつ円滑に行われるよう、必要に 
   応じ指導監督に係る事項について主管部局長からの協議を受けるものとする。 
  
   ２ 総務部長は、主管部局長から報告された外郭団体の経営状況並びに見直しの進捗状況

等の評価結果について確認を行い、県のホームページ等で公開するとともに、必要に応



じ、主管部局長に改善を要請するものとする。 
 

３ 総務部長は、指定団体及びその他の出資等団体において不祥事等、緊急の事案について
主管部局長から報告された概要及び再発防止等に必要な措置の実施状況について適宜、確
認を行い、必要に応じて協議及び助言指導を行うものとする。 

 
第６ 外郭団体のあり方（統廃合等）の検討 
  主管部局長は、各外郭団体の業績や経営状況等の実態に加え、設立当時からの外部環境の

変化や実施事業の進捗・目的達成状況等を勘案し、団体のあり方（統廃合等）について常に
検討を行い、次の基準に該当する団体について、積極的に統廃合等の指導を行うものとする。 

 
  １ 廃止又は縮小の対象とすべきもの 
  （１）設立目的が達成されたもの 
  （２）設立の意義が薄れ、又は中長期的にみて薄れることが予測されるもの 
  （３）事業の必要性が低下し、活動実績が少ないもの 
  （４）県が民間企業に直接委託することが可能な事業を主たる事業として行っているもの 
  （５）累積欠損があり、かつ、経営状況等からみて累積欠損の解消が困難と判断される 
    もの 
 
  ２ 合併又は統合の対象とすべきもの 
  （１）設立目的及び事業内容が類似しているもの 
  （２）規模が小さく、財政基盤も脆弱で事業運営が不安定なもの 
 
  ３ 事務局統合の対象とすべきもの 
  （１）事務事業の効率化・弾力化の観点から、組織体制の簡素合理化・事業の総合化が 
    望まれるもの 
 
第７ 外郭団体の適正な運営指導 
  主管部局長は、次の基準に基づき、外郭団体の適正な運営について適時適切に指導する 
 ものとする。特に、指定団体に対しては、別記１に掲げる事項を踏まえ、指導監督を確実に 
 行うものとする。 
 
  １ 事業運営 

（１）毎年度点検・管理する経営状況並びに見直しの進捗状況等を事業計画に反映させる
とともに、必要な改善を図ること。 

  （２）各事業年度の事業計画と実績とを対比するとともに、経年的な傾向を検討するなど 
    事業効果を検証し、経営計画等に反映させること。 
  （３）他の外郭団体等と連携して事業を実施した方がより効果的な場合には、有機的な 
    連携を確保すること。 
  （４）外郭団体相互又は民間企業と競合する事業については、当該事業の見直しを行い、 
    必要性が乏しくなっているものは、廃止、縮小又は統合すること。 
  （５）個々の事業については、社会経済情勢の変化に対応し、県民ニーズに適合したもの 
    となるよう不断の見直しを行い、スクラップ・アンド・ビルドを実施すること。 
 
  ２ 事業収入の確保と財政基盤の強化 
  （１）既存事業については、採算性が確保されるよう経営努力により事業量の確保を図る 
    こと。 
  （２）新規事業の導入や受託事業の確保等により経営基盤の強化を図ること。 
  （３）運営費補助を恒常的に受けている外郭団体については、団体としての自立性確保に 
    向け、収支内容・運営体制の見直しを行うこと。 
  （４）県からの補助金、委託料等によらない事業分野の開拓に努め、財源の多様化を図る 
    こと。 



  ３ 資金管理及び運用の効率化・適正化 
  （１）一般社団法人及び一般財団法人等にあっては、基本財産及び運用財産の適切な管理

運用を図ること。 
  （２）資金の長期借入れについては、確実な返済計画を策定するとともに、低利資金の 
    確保等金利負担の軽減を図ること。 
  （３）資金運用については、他の外郭団体等と連携し、共同運用が可能な外郭団体に  

 あっては、スケールメリットを活かした方策を実施すること。 
 
  ４ 計数管理の徹底と経費の節減 
  （１）公益法人会計、企業会計等複式簿記を導入し、公認会計士等の指導を受けるなど、 
    計数管理の徹底を図ること。 
  （２）一般管理費については、毎年度一定率の節減目標を設定するなど可能な限り抑制 
    していくこと。 
  （３）工事原価等については、積算の見直しを行い、コストの削減を図ること。 
  （４）ＩＣＴ化等を推進し、事務の効率化を図ること。 
 
  ５ 予算執行の適正化 
  （１）諸規程を整備し、規程に基づいた適正な予算執行を行うこと。 
  （２）予算執行の適正化を図るために、複数の職員によるチェック体制を確立すること。 

（３）食糧費及び旅費については、厳正かつ簡素を旨とした適正な予算執行の徹底を図る 
  こと。 

    ① 食糧費については、執行基準を策定するとともに、予算執行に当たっては、支出 
     の目的、内容等を精査のうえ、必要最小限度にとどめること。 
    ② 旅行命令を発するに当たっては、出張の業務内容を精査のうえ、必要最小限度の 
     人員及び期間とすること。 
  （４）事業の発注その他の契約事項については、厳正かつ適正な業務執行を行うこと。 
 
  ６ 組織の簡素合理化と理事会等の機能強化 
  （１）業務運営の効率化のため、課又は係の統合等により、組織の簡素合理化を図ること。 
  （２）役員数の適正化 
    ① 事業規模の動向、経営状況を勘案し、必要最小限度の役員数にとどめること。 
    ② 過去３年間にわたり理事会等への役員本人の出席がない役員については、当該 
     役員を変更し、又は役員定数から削減すること。 
    （３）職員数の適正化 
     中長期的な視野に立った職員数の適正化計画を策定するなど、事業規模に応じて 

職員数の適正化を図ること。 
  （４）事務決裁規程等の諸規程（別記２）の整備により、経営責任の所在及び意思決定 
    過程の明確化を図ること。 
  （５）事業の進捗状況の報告や課題の把握、経営計画の定期的見直し等のため、必要に 
    応じ適宜理事会等を開催するなど、理事会等の機能強化を図ること。 

（６）団体の役員等について、経営等に精通した民間人等の登用を促進すること。 
（７）団体の監事等に公認会計士を登用するなど、監査機能の強化を図ること。 

 
  ７ 給与の適正化等 
  （１）外郭団体の業績、経営状況等の実態を踏まえ、安易に県職員の給与に準拠すること 
    なく、経営計画に則った適正な給与体系をとること。 

（２）役員報酬は、役員が経営の責任者であることから、経営状況等を反映させた適正な 
    額とすること。 

 （３）職員の退職金については、年度間の支出の平準化を図るため、単年度の予算措置に 
    よる支給を避け、退職給与引当金により対応すること。 
  
 



  ８ 職員の活性化 
    （１）職員の採用に当たっては、公募などによる幅広い人材の確保や採用事務の効率化に 
    努めること。 

 （２）職員研修への取組を促進し、組織上可能な外郭団体においては、業務・職種を異に 
    する人事異動や他の外郭団体等への派遣などを試み、職員の資質向上と活性化を図る 
    こと。 
   
第８ 外郭団体に対する県の「人的関与」の見直し 
  主管部局長は、次の基準に基づき、外郭団体に対する県の人的関与の見直しを常に行うと

ともに、人的関与が適正なものとなるよう指導するものとする。 
 
  １ 県職員等の役員就任 

（１）県職員の役員（監事等を除く）就任 
    ① 県職員は、当該外郭団体の業務が県行政と密接不可分であり、施策を推進する 
     うえで県の一定の関与が真に必要と認められる場合のみ、役員に就任するものと 
     する。また、役員に就任した県職員は、役員としての自覚と責任を十分認識した 
     うえで、その職務に当たるものとする。 
        ② 知事及び副知事は、重複して同一の外郭団体の役員に就任しないものとする。 
    ③ 主管部局長（外郭団体を所管していない部局長を含む。）は、真に必要があると

認められる場合を除き、他の部局が所管する外郭団体の役員に就任しないものと 
する。 

    ④ 外郭団体を所管する部局の職員(部長、審議監、課長等)が当該団体の役員に就任 
     する場合にあっては、その人数は原則として２人を超えないものとする。 

⑤ 外郭団体の役員数（監事等を除く。）に占める県職員の役員数の割合は、原則と
して３分の１以内とする。 

  （２）県職員の監事等への就任等 
    ① 県職員は、原則として外郭団体の監事等に就任しないものとする。 
  （３）県退職者の役員就任 
    ① 外郭団体からの要請に基づき、事業目的・内容、公益性などを総合的に判断し、 
     必要に応じて対応するものとする。 
    ② 常勤役員としての就任を検討する場合は、外郭団体の職員等の登用の可能性を 

考慮して対応するものとする。 
    ③ 常勤役員の就任期間は、外郭団体の事業活動や組織体制の実態に合わせ弾力的に 
     対応するものとするが、原則として３年以内とする。 
   
  ２ 県からの職員派遣(業務援助) 
  （１）県からの職員の派遣に当たっては、派遣の必要性や派遣人員などの見直しを常に 
    行い、必要最小限の人員となるように努めるとともに、団体の自主性・独立性の観点 
    から、派遣解消期限を設定するなど、その縮小に努めるものとする。 
  （２）職員派遣に当たっては、当該派遣職員の業務及び責任分担を事前に明確にするもの

とする。 
  （３）派遣された職員の給与は、原則として外郭団体が負担するものとする。 
 
    ３ 県退職者に対する退職金不支給 
        外郭団体に再就職した県退職者が外郭団体を退職する場合において、退職金その他 

これに類する一切の金品を支給しないものとする。 
 
第９ 外郭団体に対する県の「財政的関与」の見直し 
  主管部局長は、次の基準に基づき、外郭団体に対する県の財政的関与の見直しを常に行う

とともに、外郭団体の事業収入の確保等について指導するものとする。 
 
  １ 県の財政的支援 



  （１）外郭団体の形態に応じ、その設立目的、公共性の度合い及び事業の収益性等を十分 
    検討のうえ、補助対象事業等を限定し、より効率的な事業運営を指導するものとする。 
  （２）補助金等 
    ① 補助金については、県の事業との重複を避け、社会情勢に即した必要性や事業の 
     実施効果等とともに、外郭団体自らの具体的な歳出削減策を踏まえ、可能なもの 
     から補助対象の範囲、補助率等を見直すものとする。 
    ② 貸付金、負担金等についても、補助金と同様に見直すものとする。 
    ③ 既存の補助金について、貸付金で対応可能なものは貸付金に移行していくものと 
     する。 
    ④ 委託料については、委託事業の必要性(外郭団体の持つ専門的な知識、技術等を活 

用したものとなっているか、必要な効果が上がっているかなど)を再検討し、委託内 
容や委託料の積算方式等について見直しを行うものとする。 

    ⑤ 設立後一定期間経過したにもかかわらず県の財政的支援が必要な場合は、改めて 
     経営計画等を見直し、健全経営に向けた検討を行うとともに、外郭団体の自助努力 
     を更に喚起するものとする。 
    ⑥ 県からの恒常的な補助金、委託料等が毎年度増加している外郭団体にあっては、 
     増加原因の検討を行い、今後も増加が見込まれる場合は、補助金、委託料等の増額 
     によらない抜本的な経営計画等の策定を指導するものとする。 
 
第１０ 指定団体に対するその他の指導監督事項 
  １ 情報公開の推進 
    指定団体は、次に掲げる書類を事務所に備え付けるとともに、インターネットを活用

して積極的に公開するなど、情報公開を推進するものとする。 
   ① 定款又は寄附行為 
   ② 役員名簿 
   ③ 社員名簿(社団法人の場合のみ) 
   ④ 事業報告書 
   ⑤ 収支計算書 
   ⑥ 正味財産増減計算書 
   ⑦ 貸借対照表 
   ⑧ 財産目録 
   ⑨ 事業計画書 
   ⑩ 収支予算書 

⑪ 職員数 
⑫ 職員給与規程 
⑬ 役員報酬規程 
⑭ 中・長期経営計画 など 

 
  ２ 経営計画の策定・実施 
  （１）指定団体は、市場調査、需要予測等により社会経済情勢の変化を的確に把握すると

ともに、経営改善につながる経営指標を用いて、経営状況の客観的な評価・分析を常に
行うものとする。 

  （２）前項の評価・分析の結果、長期的視野に立った経営改善が必要と判断された団体に
あっては、事業の基本的な方向、重点的に取り組む業務等を十分検討し、概ね１０年間
の基本計画や具体的な経営のための概ね３年間から５年間程度の実施計画を策定する
ものとする。また、計画の実施期間中は、前項の評価・分析に基づき、適時適切に計画
の見直しを行うものとする。 

 
  ３ 検査・調査等 
  （１）主管部局長は、指定団体の協力を得て、毎年度、経営状況等の検査を行うとともに、 
    必要があると認めるときは、当該指定団体の経営状況等に応じ、定期的な現地調査等、 
    必要な調査を行うものとする。 



  （２）主管部局長は、前項による検査・調査の結果、指定団体の指導監督上、重要又は異 
例な事項があると認められるときは、直ちに総務部長に報告するものとする。 

  （３）主管部局長は、指定団体に対する指導監督をより適正なものとするため、別記３に 
    定める書類を備え付け、整理しておくものとする。 
   
第１１  その他の出資等団体に対するその他の指導監督事項 
    その他の出資等団体に対する指導監督については、各団体の経営状況等に応じ、第１０に

掲げる事項に準じて行うものとする。 
 
第１２ 外郭団体の設立 
  新たな外郭団体の設立は、原則として認めない。ただし、主管部局長は、次の基準を  
 満たす場合にのみ、新たに団体を設立できるものとする。 
 
  １ 外郭団体の運営について、県の関与のあり方、果たすべき役割等が、将来的な面を 
   含め、設立当事者間で明確かつ適当であること。 
 
  ２ 外郭団体として安定した経営状況（原則として、基本財産等の運用益や事業収益等に 

よる独立採算が可能であることを指す。）のもとで、設立目的に沿った事業展開ができ
るよう、総合的な収支計画が明らかになっていること。 

 
  ３ 既存の外郭団体や民間企業等では対応できないこと。 



別記１（第７関係）運営に関する事前協議、報告、状況把握等を要する事項 

 

 
運営に関する指導監督事項 

 
事前協議・報告 

１ 法人管理に関する事項 
 ① 合併又は解散 
 ② 定款又は寄附行為の変更 
 ③ 諸規程の制定又は改廃(軽微なものを除く) 
 ④ 総会又は役員会に係る事項〔議案〕 
               〔会議結果〕 
 ⑤その他法人管理に関する重要事項 

 
事前協議 
事前協議 
事前協議 
事前協議 
報告 
事前協議 

２ 組織及び人事管理に関する事項 
 ① 組織の新設又は改廃 
 ② 職の新設又は改廃 
 ③ 役員の選任又は解任 
 ④ 役員の任期及び報酬等の基準の改廃 
 ⑤ 職員の給与、旅費等の基準の改廃 
 ⑥ 職員の勤務時間その他勤務条件の改廃 
 ⑦ 役員定数及び職員定数の増減 
 ⑧ 職員の採用・退職計画 
 ⑨  職員の研修計画 
 ⑩ その他組織及び人事管理に関する重要事項 

 
事前協議 
事前協議 
事前協議 
事前協議 
事前協議 
事前協議 
事前協議 
事前協議 
報告 
事前協議 

３ 事業管理に関する事項 
 ① 業務運営の基本方針及び中期長期の事業計画の策定又は変更 
 ② 各事業年度の事業計画の策定又は変更 
 ③ 各事業年度の事業報告 
 ④ 業務方法書等の改廃 
 ⑤ その他事業管理に関する重要事項 

 
事前協議 
事前協議 
報告 
事前協議 
事前協議 

４ 財務管理に関する事項 
 ① 予算の作成又は変更 
 ② 各事業年度の資金計画及び借入金の償還計画 
 ③ 決算報告 
 ④ 基本財産の造成又は処分 
 ⑤ 重要財産の取得又は処分 
 ⑥ 剰余金の処分案又は損失金の処理案 
 ⑦ 長期借入に関する事項 
 ⑧ その他財務管理に関する重要事項 

 
事前協議 
事前協議 
報告 
事前協議 
事前協議 
事前協議 
事前協議 
事前協議 

５ その他 
 ① 団体の管理運営に係る重要事項 
 ② 事故報告等 
 ③ 監事の行う監査結果及び講じた措置状況 
 ④ 広報活動に係る計画 

 
事前協議 
報告 
報告 
報告 

 注１ 上記は、各団体への県の指導監督、関与の最低基準を定めたものである。主管部局 
   長においては、必要に応じて、指導事項の挿入、報告事項から協議事項への変更など 
   を検討するものとする。 
 注２ 主管部局長は、必要があると認める場合、指定団体と「業務運営に関する協定」等を 
   締結し、指導監督等を確実に行うものとする。 
 
 



別記２(第７ ６（４）関係) 整備・保存が必要な諸規程、帳簿等 
 
 外郭団体が整備、保存しなければならない諸規程、帳簿等は、原則として次のとおりとする。 
 
１ 組織及び事務処理に関する規程 
  組織規程：事務局組織、職制、定数、内部牽制、監査実施基準等に係る事項 
  事務分掌規程：事務分掌に係る事項 
  事務決裁規程：決裁に係る事項 
  公印取扱規程：公印管守に係る事項 
  文書取扱規程：文書授受・保管に係る事項 
２ 財務会計に関する規程 
  会計・経理規程：収入、支出、契約、予算・決算等に係る事項 
  財産・物品管理規程：財産及び物品の管理等に係る事項 
３ 就業に関する規程 
  就業規則：勤務時間、休日、休暇、時間外、宿日直、欠勤、懲戒、分限、定年、任免手続  

      等に係る事項 
４ 給与等に関する規程 
  給与規程：給料、報酬、諸手当の支給基準及び支給方法等に係る事項 
  旅費規程：旅費の支給基準及び支給方法等に係る事項 
５ 業務実施に関する規程 
  業務方法書、営業約款等 
６ その他 
  定款又は寄附行為 
  許認可等関係書類 
  登記関係書類 
  役員名簿及び履歴書 
  職員名簿及び履歴書 
  会議議事録 
  事業計画書 

事業報告書 
  収支予算書 

収支計算書 
  貸借対照表 

財産目録 
  その他、収支予算の管理に必要な帳簿（仕訳帳、総勘定元帳、現金出納帳、預金出納帳、 
  借入金台帳、貸付金台帳、備品台帳、物品管理台帳、固定資産台帳 等） 
 

※５の業務実施に関する規程については、外郭団体の態様により省略可。 
 
別記３(第１０ ３（２）関係) 備え付けが必要な書類 
 
 主管部局長が備え付けなければならない書類は、原則として次のとおりとする。 
 
  (１)設立及び出資等の経緯 
  (２)定款又は寄附行為 
  (３)総会及び役員会に関する書類 
  (４)役員及び職員名簿 
  (５)基本的諸規程 
  (６)事業計画 
  (７)予算及び決算に関する書類 
  (８)その他指導監督に必要な書類 


